


























A Study of the History of Vocational Education



















































































































































































1年 2年 1年 2年 3年 4年 5年
修 身 及
公 民 科
20 20 20 20 20 20 20
普 通
学 科
90 90 50 50
90 90 90
職 業 科 60 60 70 70
体 操 科 40 40 - - - - -
教 練 科 - - 70 70 70 70 70





















一 我 が 國
・風土
・國勢の發展と世界における地位
・國土の發展
・海外發展
五 地方自治
・地方自治體
・地方自治の組織と運營
・自治と選擧
・地方自治と國家生活
二 家
・我が國の家族制度
・戸主家族親族
・戸籍
・相續
六 國民經濟
・產業貿易
・物價
・金融
・所得
・消費
三 婚　　姻
・人生と婚姻
・配偶の選擇
・婚儀
・夫婦の道 七 國　　交
・國交と平和
・國際協力
・我が國外交の方針
・國民外交
四 國　　法
・法
・遵法
・法と道德
表３　青年学校本科三年生　修身及公民科「世の中」18）
　「我等は小にしては一家、大にして國家といふ社會生活の中にあって、それぞれ各自の職分を果たし
それによって生計を營んでいる。我等の衣食住が多數の人々の勞力を俟つて始めて充たされるのは云ふ
までもないが、知見を廣め藝術に親しみ娯樂を樂しむといふことも、社會なしには到底望むことは出來
ない。偉大なる開拓者の恩惠は言ふまでもなく、我等の生活は社會に於ける無數の人々によって支持せ
られてゐるものである。（中略）各自の義務を果たすことは勿論、進んで一家・一郷・國家の建設發展
に貢献する時、始めて我等は広大無邊なる世の恩惠に對へることが出來るのである。」
表４　青年学校「職業科」指導上の注意（抜粋）
靑年学校敎授及訓練要目「職業科」工業
　本要目は我が國の工業に須要なる知識の修得と實務の
練達とを主眼とし工業の國家的意義を體得せしむること
を期したり
一　 本要目の實施に當りては修身及公民科と聯絡を保ち工業
を通じて德性を涵養することに力むべし
四　 本要目は其の地方に於ける工業の情況竝に其の學校に於
ける敎授及訓練時數の多少に依り精粗其の取扱を適切な
らしむべし
六　 常に生徒の體驗に基き實際生活に卽して敎授及訓練を施
し本要目實施の効果を擧ぐるに力むべし
七　 敎授及訓練に當りては特に實驗實習を重んじ研究的態度
を樹立 せしむることに力むべし
八　 本要目の實施に當りては工業團體・工場等との聯絡を密
にし指導の適切を期すべし
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に即し、教科課程の全力を奮って徳性を涵養し自治の精神を体得させ、健全なる国民、善良なる公
民の育成を目指した青年学校の教育は、その後の国民教育の在り方に大きな影響を与えたのであっ
た。
５．戦時下の実業教育 
（1）実業補習教育の発展
　満州事変が勃発した昭和６年（1931年）以後の我が国は実質的な戦争状態にあり、それは第二次大
戦終結までの長期に渡って継続した。戦争は次第に国家対国家の総力戦の様相を呈するに至り、国
民教育に対する要求も苛烈となっていった。勤労青年に対する補習教育・職業教育・公民教育を担
う実業補習学校の教育は「義務教育に準ずる教育」として広く普及し、実質的な国民教育の本体と
なるとともに、一般大衆にとっての中等教育とも言える役割を果たしていた。
　近代国家にとって国民教育の充実は国家の存亡に関わる喫緊の課題であり、我が国でも義務教育
の年限は明治40年（1907年）に６年に延長された。その後も、議会ではさらなる義務教育の延長・拡
充を巡って度々建議がなされ、政府としても「地方の財政を脅かさず僅少なる經費を以て義務敎育
と爲し得る」実業補習学校の義務化を約するものの、第一次世界大戦後の景気後退や災害による財
源不足等が重なり、ついに実現することはなかった。青年訓練所と実業補習学校が統合して、新た
に青年学校が発足した昭和10年当時に於いても、小学校尋常科６年の課程を卒えた後、前期中等教
育に相当する小学校高等科に進むものは尚全体の半数程度であった。高等小学校卒業後、中学校や
高等女学校、実業学校に進学できる者は僅かであり、後期中等教育に相当する青年学校本科の対象
とする生徒数は全青年の実に85％に達していた。
　教育の実際化や補習教育の充実が公論となる中、実業補習学校の流れを汲み、働きながら勉強で
きる青年学校は「尖端をゆく大衆教育機関21）」として期待され、国民教育の正系として「将来は中
學校卒業者と同等の特典を付與する22）」との希望を持ち、独立校舎の建設や昼間制への移行などの
充実・改善23）が図られていった。
（2）国民学校の実業教育
　昭和16年（1941年）４月、小学校は国民学校令（勅令第148号）を以て国民学校と改称され、「皇國ノ
道ニ則リテ初等普通敎育ヲ施シ、國民ノ基礎的鍊成ヲ爲スヲ以テ目的トス」とされた。鍊成とは「兒
童の内面よりの力の限り卽ち全能力を正しい目標に集中せしめて、國民的性格を育成強化すること」
であり、 「詰込み主義や自由主義や機械的強制や又は半解の知識の習得を許さぬ」、それまでの知識
技能の伝達主義から「心身ヲ一體トシテ敎育シ敎授訓練養護ノ分離ヲ避クル」という新たな教育方
法を意味していた。24）
　教科の内容もこの観点から見直され、それまでの修身・国語・国史・地理は「国民科」に、算数・
理科を「理数科」に、武道・体操は「体鍊科」に、音楽・習字・図画・工作・裁縫は「芸能科」に
統合され、高等科では新たに「実業科」を加えて必修とされることになった。実業科は地方の実情
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に応じて農業・工業・商業・水産の一科目又は数科目を設け、児童はそこから適宜その一科目を選
択するものとされており、国民学校高等科は昭和19年から義務化が予定されていた。
　国民全員に対する普通教育として実業科の履修が義務付けられたことは、実業教育の重要性が公
的に認められたことを示している。
（3）中等教育としての実業教育
　明治以来の我が国は正系たる普通教育と傍系たる実業教育との複線型の教育制度を敷いていた。
しかし、国民の大多数を占める勤労青年に対する教育が国運の帰趨を制するに及び、普通教育と実
業教育とを統合し国民に真の実力を錬成する改革が行われた。
　昭和18年（1943年）、中等学校令（勅令第36号）が公布され、 その第一条に「中等學校ハ皇国ノ道ニ
則リテ高等普通敎育又ハ實業敎育ヲ施シ國民ノ鍊成ヲ爲スヲ以テ目的トス」、第二条には「中等學
校ヲ分チテ中學校、高等女學校及實業學校トス 中學校ニ於テハ男子ニ、高等女學校ニ於テハ女子
ニ高等普通敎育ヲ施シ實業學校ニ於テハ實業敎育ヲ施スモノトス 實業學校ノ種類ハ農業學校、工
業學校、商業學校、商船學校、水産學校、拓殖學校其ノ他實業敎育ヲ施ス學校トス」と明記された。
国民学校を基礎教育とし、中等学校で完成教育を行うのであり、それまで普通科の系統と実業教育
の系統とに分かれていた我が国の学制が統合されたことを意味する極めて重大な改革であった。
　学校で学ぶ青年層の大多数を占めながら、複線型教育制度の下で社会的・経済的な階層の違いに
より傍系的な扱いを受けてきた実業教育が、普通教育と並ぶ重要な役割を持つことが認められたの
である。しかし、戦局は悪化の一途を辿り、昭和19年（1944年）３月には「決戦非常措置要綱ニ基ク
学徒動員実施要綱」が閣議決定され、８月には「学徒勤労令」公布を以て中等学校以上の生徒の軍
需工場等に対する通年動員が始まり、我が国の教育は混乱の中で終戦を迎えたのであった。
６．おわりに
　昭和22年（1947年）３月31日、我が国の教育の憲法たる教育基本法（法律第25号）が公布された。
　その第一條には、教育の目的として「敎育は、人格の完成をめざし、平和的な國家及び社会の形
成者として、真理と正義を愛し、個人の價値をたつとび、勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ち
た心身とも健康な國民の育成を期して行われなければならない。」とあり、また第二條には、教育
の方針として、「敎育の目的は、あらゆる機会に、あらゆる場所において実現されなければならない。
この目的を達成するためには、学問の自由を尊重し、実際生活に即し、自発的精神を養い、自他の
敬愛と協力によつて、文化の創造と発展に貢献するように努めなければならない。」とあり、平和
で民主的な国家の形成者たる善良有為な国民の養成、公民的資質の育成が掲げられている。
　公民とは、国政に参与する地位を有する国民・市民であり、社会生活の意義を体得し、それを正
しく実践するために必要な知識・態度等を習得させることを目的とした教育が公民教育である。公
民教育は国民教育そのものであり、その目標である「徳性の涵養」は、すなわち教育の究極目標た
る「品性の陶冶」に他ならない。我が国では勤労青年に対する実業補習教育として、職業を通した
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公民的資質の涵養が図られ、その理念は青年学校へ引き継がれた。社会の大多数を占める勤労青年
の主たる教育機関であった青年学校は、戦後の教育改革によって新制中学校と定時制高校となり、
発展的に解消されたが、その位置付けは最後まで社会教育局所管の青年教育機関のままで、ついに
中等教育機関として認められることはなかった。
　青年学校がその歴史を閉じたのは、教育基本法の公布された昭和22年３月31日のことであった。
　　　　　　　　　　　　　
注および参考文献
１）『学制』第二十一章（明治五年八月三日文部省布達第十三號）
　　 ここでは「小學」として「小學校ハ教育ノ初級ニシテ人民一般必ス學ハスンハアルヘカラサルモノトス」と規定した後、
「之ヲ区分スレハ左ノ數種ニ別ツヘシ然トモ均ク之ヲ小學ト称ス即チ尋常小學女兒小學村落小學貧人小學小學私塾幼稚
小學ナリ」と続いている。「第二十二章 幼稚小學ハ男女ノ子弟六歳迄ノモノ小學ニ入ル前ノ端緒ヲ教ルナリ」はともか
くとして、「第二十三章 小學私塾ハ小學教科ノ免状アルモノ私宅ニ於テ教ルヲ称スヘシ」、「第二十四章 貧人小學ハ貧
人子弟ノ自活シ難キモノヲ入學セシメン爲ニ設ク其費用ハ富者ノ寄進金ヲ以テス是專ラ仁惠ノ心ヨリ組立ルモノナリ仍
テ仁惠學校トモ称スヘシ」、「第二十五章 村落小學ハ僻遠ノ村落農民ノミアリテ教化素ヨリ開ケサルノ地ニ於テ其教則
ヲ少シク省略シテ教ルモノナリ或ハ年已ニ成長スルモノモ其生業ノ暇来リテ學ハシム是等ハ多ク夜學校アルヘシ」、「第
二十六章 女兒小學ハ尋常小學教科ノ外ニ女子ノ手藝ヲ教フ」とあり、開国間もない我が国の教育が未だ混沌とした有
様で始まったばかりであったことが見て取れる。
２）『教育令』（明治十二年九月二十九日太政官布告第四十號）
　　 明治五年八月第二百十四號ヲ以テ布告候學制相廢シ更ニ教育令別冊ノ通相定候此旨布告候事
　　　　　第三條　 小學校ハ普通ノ教育ヲ兒童ニ授クル所ニシテ其學科ヲ読書習字算術地理歴史修身等ノ初歩トス土地ノ情
況ニ随ヒテ罫畫唱歌體操等ヲ加へ又物理生理博物等ノ大意ヲ加フ殊ニ女子ノ爲ニハ裁縫等ノ科ヲ設クヘ
シ」
３） 明治12年（1879年）に制定された第一次教育令は小学校の教育目的を「普通教育」と規定したが、制定過程に於ける文
部省原案は「人間普通缺ク可ラサルノ學科」であった。
４） 『小學校令』（明治二十三年十月六日勅令第二百十五號）第一條の規定である。それまでの「普通教育」という文言に代
わって「国民教育」という言葉が使われるようになった。第二條には「徒弟學校及實業補習學校モ亦小學校ノ種類トス」
との附則が初めて示されたが、この規定によって開設された實業補習學校は一校もなかった。
５）『改正小學校令』（明治三十三年八月十八日勅令第三百四十四號）
　　　　第十八條　尋常小學校ノ修業年限ハ四箇年トシ高等小学校ノ修業年限ハ二箇年三箇年又ハ四箇年トス
　　　第三十二條　學齢兒童保護者ハ就學ノ始期ヨリ其ノ終期ニ至ル迄學齢兒童ヲ就學セシムルノ義務ヲ負フ
　　　第五十七條　市町村立尋常小學校ニ於テハ授業料ヲ徴収スルコトヲ得ス
６） 『小學校令改正ノ要旨ト其ノ施行上特ニ注意ヲ要スルノ點』（明治三十三年八月二十二日文部省訓令第十號）には、「此
ノ年限内ニ於テ小學校ノ本旨トスル道德敎育及國民敎育ノ基礎竝ニ生活ニ必須ナル普通ノ知識技能ヲ授クルハ蓋シ爲シ
難キ所ナリ尋常小學校ニ高等小學校ヲ併置スルニ至ルハ希望スル所ナレトモ町村ノ資力或ハ其ノ併置ニ堪ヘサルモノ亦
少カラサルヘシ此ノ如キ場處ニ於テハ補習科ヲ設クルヲ以テ利便多シトス故ニ補習科ヲ設置スルニハ或ハ夜間ニ於テシ
或ハ日曜日ニ於テシ或ハ季節ヲ選ヒテ敎授シ既設ノ敎室ヲ之ニ利用シ正課ヲ擔任スル敎員ヲシテ之ヲ兼擔セシムル等土
地ノ情況ヲ斟酌シ專ラ便宜ヲ旨トスヘキナリ此ノ如キ方法ヲ以テ補習科ヲ設クルトキハ其ノ要スル費用ハ誠ニ少額ヲ以
テ辨スルヲ得ヘシ而シテ小學校ヲ卒リテ後直ニ職業ニ從事スル者ヲシテ其ノ學習セル所ヲ一層實用ニ適應スルニ足ルノ
練習補充ヲ爲サシムル爲補習科ヲ設クルハ最モ必要トスル所ナリ故ニ補習科ハ将来意ヲ用ヒテ其ノ増設ヲ奨勵スヘシ」
とあり、普通教育の義務就学年限の延長を望みつつも、経費や対象とする生徒の生活の実態に鑑み実業補習教育を以て
国民教育の代替とする意図を滲ませている。この時点では我が国の教育制度はまだ定まっておらず、公民教育に関する
記述は見られない。
７） 関東大震災は我が国災害史上に例のない甚大な被害をもたらし、民心の動揺を抑えるため「東京ハ帝國ノ首都ニシテ政
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治經濟ノ枢軸トナリ國民文化ノ源泉トナリテ民衆一般ノ瞻仰スル所ナリ一朝不慮ノ災害ニ罹リテ今ヤ其ノ舊形ヲ留メス
（中略）在朝有司能ク朕カ心ヲ心トシ迅ニ災民ノ救護ニ從事シ厳ニ流言ヲ禁遏シ民心ヲ安定シ一般國民亦能ク政府ノ施
設ヲ翼ケテ奉公ノ誠悃ヲ致シ以テ興國ノ基ヲ固ムヘシ朕前古無比ノ天殃ニ際會シテ䘏民ノ心愈々切ニ寝食爲ニ安カラス
爾臣民其レ克ク朕カ意ヲ體セヨ」との異例の詔書が渙発された。関東大震災による損失は当時の国家予算の一年半分に
相当する巨大なもので、第一次世界大戦後の経済の減速に追い打ちをかける結果となった。大正十二年十一月十日には
『國民精神作興ノ詔書』が出され、民心の安定と公民教育の重視が打ち出された。
　　 「朕惟フニ國家興隆ノ本ハ國民精神ノ剛健ニ在リ之ヲ涵養シ之ヲ振作シテ以テ國本ヲ固クサセルヘカラス是ヲ以テ先帝
意ヲ敎育ニ留メサセラレ國体ニ基キ淵源ニ遡リ皇祖皇宗ノ遺訓ヲ掲ケテ其ノ大綱ヲ昭示シタマヒ後又臣民ニ詔シテ忠實
勤倹ヲ勧メ信義ノ訓ヲ申ネテ荒怠ノ誡ヲ垂レタマヘリ是レ皆道德ヲ尊重シテ國民精神ヲ涵養振作スル所以ノ洪謨ニ非サ
ルナシ爾来趨向一定シテ効果大ニ著レ以テ國家ノ興隆ヲ致セリ朕即位以來夙夜兢兢トシテ常ニ紹述ヲ思ヒシニ俄ニ災変
ニ遭ヒテ憂悚交々至レリ輓近學術益々開ケ人智日ニ進ム然レトモ浮華放縦ノ習漸ク萌シ軽佻詭激ノ風モ亦生ス今ニ及ヒ
テ時弊ヲ革メスムハ或ハ前緒ヲ失墜セムコトヲ恐ル況ヤ今次ノ災禍甚大ニシテ文化ノ紹復國力ノ振興ハ皆國民ノ精神ニ
待ツヲヤ是レ實ニ上下協戮振作更張ノ時ナリ振作更張ノ道ハ他ナシ先帝ノ聖訓ニ恪遵シテ其ノ實効ヲ挙クルニ在ルノミ
宜ク敎育ノ淵源ヲ祟ヒテ智徳ノ並進ヲ努メ綱紀ヲ粛正シ風俗ヲ匡勵シ浮華放縦ヲ斥ケテ質實剛健ニ趨キ軽佻詭激ヲ矯メ
テ醇厚中正ニ帰シ人倫ヲ明ニシテ親和ヲ致シ公德ヲ守リテ秩序ヲ保チ責任ヲ重シ節制ヲ尚ヒ忠孝義勇ノ美ヲ揚ケ博愛共
存ノ誼ヲ篤クシ入リテハ恭倹勤敏業ニ服シ産ヲ治メ出テテハ一己ノ利害ニ偏セスシテ力ヲ公益世務ニ竭シ以テ國家ノ興
隆ト民族ノ安栄社會ノ福祉トヲ図ルヘシ朕ハ臣民ノ協翼ニ頼リテ彌々國本ヲ固クシ以テ大業ヲ恢弘セムコトヲ冀フ爾臣
民其レ之ヲ勉メヨ」
８）木村正義著『公民敎育』富山房（大正十四年）、P10～P11、P17～P18
９） 『實業補習學校規定』（明治二十六年十一月二十日文部省令第十六號）第一條には、「實業補習學校ハ諸般ノ實業ニ從事
シ又ハ從事セントスル兒童ニ、小學校敎育ノ補習ト同時ニ簡易ナル方法ヲ以テ、其職業ニ要スル知識技能ヲ授クル所ト
ス」とあり、第三條には「實業補習學校ハ尋常小學校又ハ高等小學校ニ附設スルコトヲ得、此ノ場合ニ於テハ其小學校
ノ敎授ヲ妨ケサル限リ校舎及備品、器具ヲ使用セシムルコトヲ得」として、低廉なる経費で設置の便宜を図り、教育の
普及・向上を進める意図が窺える。第五條には「實業補習學校ノ實業ニ關スル敎科目」として次のような事項が示され
ている。
　　　一、工業地方ニ於テハ圖畫　模型　幾何　物理　化學　重學　工藝　意匠　手工ノ類
　　　二、 商業地方ニ於テハ商業書信 商業算術　商品　商業地理　簿記　商業ニ關スル習慣及法令ノ大略　商業經濟　外
国語ノ類
　　　三、 農業地方ニ於テハ或ハ農業大意或ハ耕耘　害蟲　肥料　土壌　排水　灌漑　農具　樹藝　家畜　養蠶　森林　農
業帳簿丈量ノ類
　　　前項ノ外水産 機織 刺繍其ノ他或職業ノ爲ニ便宜ノ敎科ヲ定ムルコトヲ得
　　 さらに、第六條には「實業ニ關スル敎科目ハ生徒各自ノ志望ニヨリ一科目若ハ數科目ヲ選擇專修セシムルコトヲ得」、
第七條「實業補習學校ニ於ケル授業ハ總テ實業ニ適切ニシテ應用ニ便ナラシメンコトヲ要ス」とあり、この教育に対す
る期待は大きかった。『實業敎育費國庫補助法』（明治二十七年六月二十二日法律第二十一號）によって実業補習学校は
全国的に設置され、小学校を卒えただけで実社会に出される生徒に対する補習教育の体制が整備されていった。
10）文部省専門学務局編『英国より見たる独逸の實業補習敎育』文部省（大正四年） 
11） 臨時教育会議は大正六年九月二十一日に公布された『臨時敎育会議官制』に基づき、内閣直属の諮問機関として設置さ
れた。我が国の学制は明治末年に一応の完成を見たが、その後の社会の進歩・発展と我が国を取り巻く社会的・国際的
情勢への対応などの問題が山積していた。この会議は学制を改革して明治五年以来の教育制度を完成しようとするもの
であって、十数年来の懸案事項をここに於いて一挙に解決し、第一次世界大戦以降の諸情勢に沿った教育体制を打ち立
てようとするものであった。臨時教育会議は大正六年十月から八年三月に至るまでの間に教育制度の全般に関して小学
教育、男子の高等普通教育、大学教育および専門教育、師範教育、視学制度、女子教育、実業教育、通俗教育、学位制
度の九つの事項に関して審議・答申を行った。臨時教育会議以降、中等教育機関の飛躍的な増加を見たが、社会の大多
数を占める国民の義務教育たる小学校教育の義務年限延長は「時期尚早」とされ、経費の負担の少ない実業補習教育が
奨励されるに止まった。正系たる普通教育と傍系たる実業教育に分かれた複線型教育体系の見直しは手つかずのままで
あった。
12） 『敎育論叢』昭和二年十二月號、文京書院（昭和二年十二月一日発行、第十八巻第六號）P92～P93、向山嘉章「小學校
に於ける公民敎育―敎育の實際化―」
－ 102 －
13）『靑年訓練所令』（大正十五年四月二十日勅令第七十號）
　　　　第一條　靑年訓練所ハ靑年ノ心身ヲ鍛鍊シテ國民タルノ資質ヲ向上セシムルヲ以テ目的トス
　　　　第二條　靑年訓練所ニ於テ訓練ヲ受クルコトヲ得ル者ハ概ネ十六歳ヨリ二十歳迄ノ男子トス
　　　　第五條　靑年訓練所ノ訓練項目ハ修身及公民科、敎練、普通學科、職業科トス
　　　　　　　　普通學科及職業科ノ科目ハ文部大臣之ヲ定ム
14）『靑年學校令』（昭和十四年四月二十四日勅令第二百五十四號）
　　　　第一條　 靑年學校ハ男女靑年ニ對シ其心身ヲ鍛鍊シ德性ヲ涵養スルト共ニ職業及實際生活ニ須要ナル知識技能ヲ授
ケ以テ國民タルノ資質ヲ向上セシムルヲ目的トス
　　　第十二條　 年齡滿十二歳ヲ越エ滿十九歳（滿十九歳ニ達シタル日ニ於テ仍靑年學校本科ノ學年ノ中途ニ在ル者ニ付テ
ハ其ノ學年ノ終）ニ至ル迄ノ男子ハ左ノ各號ノ一ニ該當スル者ヲ除クノ外其ノ保護者ニ於テ之ヲ靑年學校
ニ修學セシメ義務課程ヲ履修セシムルコトヲ要ス
　　　　　　　　　一、小學校ニ修學セシムベキ者又ハ現ニ小學校ニ在學スル者
　　　　　　　　　二、現ニ高等學校尋常科ニ在學スル者又ハ之ヲ修了シタル者
　　　　　　　　　三、現ニ師範學校本科第一部ニ在學スル者又ハ同第二學年ヲ修了シタル者
　　　　　　　　　四、現ニ中學校ニ在學スル者又ハ同第四學年ヲ修了シタル者
　　　　　　　　　五、 現ニ實業學校ニ在學スル者、尋常小學校卒業程度ヲ以テ入學資格トスル修業年限四年以上ノ實業學
校ヲ卒業シ若ハ同第四學年ヲ修了シタル者又ハ高等小學校卒業程度ヲ以テ入學資格トスル修業年限
二年以上ノ實業學校ヲ卒業シ若ハ同第二學年ヲ修了シタル者
　　　　　　　　　六、靑年學校本科ノ課程ヲ修了シタル者
　　　　　　　　　七、特ニ文部大臣ノ指定スル者
15）『靑年學校敎授及訓練科目要旨』（昭和十年八月二十一日文部省訓令第十九號）
16）『靑年学校新綜合敎科書』巻四、帝國地方行政學會（昭和十一年五月五日）P39～P40
17）『新靑年學校敎本昭和十四年の巻』株式会社北海出版の目次より作成 
18）『靑年學校敎材集録』昭和十三年五月號、啓文社、P22～P26修身及公民科「世の中（第三學年）」 
19）『靑年學校敎授及訓練科目要旨』（昭和十年八月二十一日文部省訓令第十九號）
20）千葉敬止著『靑年學校原論』東洋図書（昭和十一年三月一日）P159～P161
21）『讀賣新聞』昭和六年六月十日
22）『讀賣新聞』昭和六年七月十七日
23） 大正15年に設置された青年訓練所は内容に於いても、対象となる生徒の学齢に於いても実業補習学校と重複するところ
が多く有り、当初から統合を求める声が多かった。その教育の重要性から何度も義務化が叫ばれながら実現を見なかっ
た実業補習学校の側から見れば、青年訓練所令の公布は施設や教員を充実する絶好の機会でもあった。実業補習学校の
専用教室や独立校舎の獲得、専任教員の配置、夜間・季節教授制から昼間制への移行は、「補習」学校から独立の実業
青年学校の体系への移行を目指す動きと見ることもできる。青年学校の実質的な中等教育機関化は静かに進行していた
のである。
24）松田儀一郎編『國民學校敎則案説明及解説』日本放送出版協会（昭和十五年）P10～P11
